
令和 7 年度 燃料電池システム 説明資料 

燃-1 

 

 

倉敷市では、地球温暖化対策を推進し、脱炭素社会の実現を目指すことを目的として、自ら居住する戸

建住宅に燃料電池システムを設置される方、及び市内の戸建住宅に居住する方へ燃料電池システムのリー

スを行う業者を対象に、予算の範囲において補助金を交付します。 

 

受付期間  

令和 7 年４月 1 日（火）～令和 8 年３月 31 日（火） ８：３０～１７：００ 

※燃料電池システムの設置（保証書の保証開始日）から９０日以内に書類を揃えて補助金交付申

請をしてください（必着） 

※補助予定件数は３０件です 

※受付期間内であっても、先着順で予算枠がなくなり次第受付を終了します 

 

昨年度からの主な変更点  

 受付期間が設置から９０日以内になりました 

 補助予定件数が３０件になりました 

 

対象システム 

以下の（１）～（２）の要件を満たす燃料電池システム（以下「システム」という）であることが条件とな

ります 

（１） 燃料電池ユニット及び貯湯ユニット等から構成されるシステムであること 

（２） 未使用品であること 
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補助対象者  

以下の（１）～（４）の要件を満たしている方 

（１）次のいずれかに該当する方 

ア）自ら居住する本市内の既築・新築の戸建住宅（兼用戸建住宅を含む）に、自ら所有するシス

テムを設置する方 

イ）本市内の戸建住宅（兼用戸建住宅を含む）に自ら居住する方を対象に、システムのリースを行

う業者 

※イの場合、補助金相当額を月々のリース料金等から値下げすることが条件 

（２）市税の滞納がない方 

（３）システムを設置する住宅に、本市の補助を受けてシステムを設置したことが過去にない方 

（４）倉敷市のネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の補助金との併用をしていない方 

 

補助金の額  

システム本体と附属品費用の合計額（消費税及び地方消費税を除く）の１０分の１ 

※上限７万円 

※補助金額の千円未満は切り捨てとなります 
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申請手続きの流れ 

※受付から３週間前後かかります。 

≪申請手順イメージ≫ 

 

 

 

申請者 倉敷市 

システム設置工事 

補助金の交付申請書等の 

作成・提出 

補助金の交付申請書等の受付 

交付決定後、補助金交付決

定通知書を送付（封書） 

出納室から口座振替通知書

を送付（ハガキ） 
指定金融機関口座に振込 

 

 

 

 

 

提出書類 ※必ず令和７年度の様式で申請してください 

交付申請書・請求書等の様式は、以下のＵＲＬからダウンロードできます 

https://www.city.kurashiki.okayama.jp/kurashi/kankyo/1011736/1003554/1015589/1015593.html 

□ 倉敷市創エネ・脱炭素住宅促進補助金交付申請書（市の様式） 

□ 位置図（住宅地図の写し等） 

□ システムの保証書の写し 

（保証開始日、燃料電池ユニット・貯湯ユニット各々の品名番号、販売店名が記載されているもの） 

※保証は開始しているが、システムの保証書発行に時間がかかり申請期限日を過ぎてしまう場合等は、

事前に申請期限日前までにご相談ください 

□ カラー写真（①～④すべて必要） ※カラー写真の例は、燃-6～燃-７ページを参照 

   【システム設置前】 

① システム設置予定場所がわかる写真     

 

https://www.city.kurashiki.okayama.jp/kurashi/kankyo/1011736/1003554/1015589/1015593.html
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【システム設置後】 

② システム設置の「後」がわかる建物全景写真  

③ 燃料電池ユニット・貯湯ユニットのシステム本体が確認できるもの 

④ 燃料電池ユニット・貯湯ユニットの品名番号及び製造番号が確認できるもの 

□ 見積書又は契約書の写し 

（システムの設置費の内訳、システムの品名番号が明記されているもの）※１ 

補助対象費用や品名番号（型式）が明記されていない場合は「費用内訳書（市の様式）」を合わ

せて提出してください 

※値引き額の表示がある場合は、値引きの内訳を明記すること 

※リースの場合、見積書の写しでは受付不可 

□ 割賦販売契約書の写し等、契約内容を証する書類の写し（割賦販売を行っている場合） 

□ システムの設置に係る領収書等費用の支払いを証する書類の写し 

（補助対象費用に係る金額が明記されたもの） ※２ 

※１、２ 補助対象費用に係る金額が一致していることを確認してください 

□ 市税納税証明書(システムの設置完了日以降に取得したもの) 

※「税証明書交付申請書」（市の様式）を証明書交付窓口に提出して取得したもの（市県民税

（所得・課税）証明書とは異なります）。製本（ホッチキス留め）されて発行された場合、製本され

たままの状態で提出してください 

□ 住民票(システムの設置完了日以降に取得したもの)  

※システムの保証書に記載されている設置場所と市税納税証明書の住所が同じ場合は省略可 

□ 請求書（市の様式） 

 

◆リースの場合の追加書類 

□ リース料金等の算定根拠が明示されている明細書 

(月々のリース料金等の額が、補助金相当額値下げされていることが確認できるもの） 

(算定根拠が明示されていない場合は、リース料金等の算定根拠明細書（市の様式）を使用してくだ

さい) 
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☐ システム導入に必要な経費が確認できる書類の写し 

【必要項目】 システムの本体費と工事費の内訳（値引きがある場合は、システムの値引き額を明らか

にし、値引き分を含んで内訳を明記すること） 

（契約書で確認できる場合は省略可） 

□ 法人の登記簿謄本又は現在事項全部証明書(システムの設置完了日以降に取得したもの) 

※複数件を同日申請する場合は、１件分は原本、その他はコピーでも可 

□ 市税納税証明書(システムの設置完了日以降に取得したもの) 

※リース業者(申請者)のもの、契約先のもの、両方が必要です 

※複数件を同日申請する場合は、リース業者のものについては、１件分は原本、その他はコピーでも可 

□ 所有権移転に関する同意書（市の様式） 

  （法定耐用年数（６年）の期間終了前に、リースの契約先に所有権を移転する契約を締結した場合） 

 

留意事項 

（１）書類の不備等があると、受理できません。「添付書類等チェックシート」にて、ご確認ください 

（２）補助金交付の受付は先着順（郵送分より窓口受付分を優先）です。予定件数に達し次第、受

付を終了します（受付状況については、地球温暖化対策室の HP で公表します） 

（３）補助金の金額は、申請時点の定めに従って決定されます 

（４）補助対象者以外が手続を行う場合は、補助金交付申請書に申請代行者名を記入してください 

（５）補助対象となるのは、補助金申請者又は補助金を申請するリース業者等からシステムのリース等を受

ける方が、自ら居住する戸建住宅において使用するために設置するシステムに限ります 

（６）別荘などの住民票の現住所でない建物に設置する場合は対象外です 

（７）設置工事費は補助対象外です。また、補助対象費用に計上できる設備は次のとおりです 

対象設備 対象費用（消費税及び地方消費税を除く） 

燃料電池ユニット 燃料電池ユニット本体及び特殊排気カバーの購入費用、寒冷地及び塩害の対策に係る費用 

貯湯ユニット 貯湯ユニット本体及び特殊排気カバーの購入費用、寒冷地及び塩害の対策に係る費用 

附属品  貯湯槽分離型バックアップ給湯器、台所リモコン、風呂リモコン及び配管カバーに係る費用 
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（８）その他のシステムと同時に複数申請する場合は、それぞれについて申請書類の提出が必要です。 

但し、「市税納税証明書」、「住民票」、「登記簿謄本」、「現在事項全部証明書」については、同日 

に申請し、それぞれの要件を満たしている場合に限り、１件分は原本、その他の申請についてはコピー 

での提出も可 

(９) システムの法定耐用年数（６年）の期間経過前に、システムの使用をやめる場合は、財産処分等

承認申請書を提出し、市長の承認を受ける必要があります 

 

 

カラー写真の例 

※① システム設置予定場所が分かる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

※② システム設置の「後」がわかる 

建物全景写真  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置予定場所が確認できる写真を添付

してください。 

※新築の場合も、更地の写真ではなく、 

建物が確認できる写真が好ましい。 

システム設置後の家の全景写真(家全体

が写るもの)を撮ってください。 
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※③ 燃料電池ユニット・貯湯ユニットのシステム本体が確認できるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

※④ 燃料電池ユニットの品名番号及び製造番号が確認できるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図はあくまで例です。 

貯湯ユニットの品名番号及び製造番号が確認できるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図はあくまで例です。 

品名番号と製造番号の表示が欠けておらず、

アルファベットや数字等が明確に読み取れる画

質、大きさの写真を添付してください。 

品名番号と製造番号の表示が欠けておらず、

アルファベットや数字等が明確に読み取れる画

質、大きさの写真を添付してください。 

１枚の写真におさまらない場合は、 

燃料電池ユニット・貯湯ユニット各々の写真を

添付してください。 
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◆申請期限（イメージ図） 

 

 

 

 

申請書類の提出方法  

下記の窓口へ直接持参、郵送又は電子申請（リンク先は HP 内にあります）で提出してください 

 受付窓口・問合せ先：〒７１０－８５６５ 倉敷市西中新田６４０ 

 倉敷市 環境政策課 地球温暖化対策室（市役所２階） 

TEL  ０８６－４２６－３３９４ Fax ０８６－４２６－６０５０ 

メール eptc-ontai@city.kurashiki.okayama.jp 

ＨＰ  https://www.city.kurashiki.okayama.jp/kurashi/kankyo/1011736/1003554/1015589/1015593.html  
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